
静岡県地球温暖化防止活動推進センター
センター次長 服部乃利子

静岡県における気候変動政策支援について



静岡県地球温暖化防止活動推進センターとは

温暖化防止活動を行う地域拠点として設置されたセンター。

2004年より特定非営利活動法人アースライフネットワークが県知事より指定を受け、現在17年目。

県内自治体や企業・団体、学校、県民と連携しながら、

ユニークかつ実効性のある地球温暖化防止のための様々な取り組みを実施しています。
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本日の内容

➢ 静岡県温室効果ガス排出量、県内の現状

➢ 静岡県地球温暖化対策実行計画から
具体的支援策の紹介

➢ 県民・事業者への地球温暖化防止対策に関する調査



静岡県内の温室効果ガス排出状況(2019年度速報値)

温室効果ガス排出量は、着実に減少
2019年度の排出量は、前年比4.9％減で、2005年度以降で最低となった
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ものつくり県である静岡県は、産業部門の排出量が日本の全国平均より高い。
静岡県内に、大規模な火力発電所や製鉄所がないため、エネルギー転換部門や工業プロセス部門
からの排出量はほとんどない。

静岡県内の温室効果ガス排出状況(2019年度速報値)
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静岡県の気候変動影響と適応取組み方針（2019.3）









第４次静岡県地球温暖化対策実行計画 2022年～2030年（５年後めどに見直し）

2021年２月、知事が「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」を表明

2030年度の新たな県内の温室効果ガス削減目標を設定し、県民、企業、行政等社会全体が連携してカー
ボンニュートラルに向けた取組を行うための新たな計画を2022年3月に策定





国の目標：2030年度に2013年度比46％削減



実現に向けた4つの基本方針
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◆重点施策

一般会計予算に関連事業費約６億円を計上



◆重点施策



ふじのくにCOOLチャレンジは、
静岡県の温暖化防止のための県民運動

２０５０年カーボンゼロ目標を達成するための方策として、計画に位置づけられた県民運動

15年前から時代にあわせた取り組みを実施しリニューアルをくりかえしながら2018年
6月に「温暖化対策クルポ」がスタートしました

アプリで脱炭素ライフへ
温暖化対策アプリ・クルポ

ふじのくにCOOLチャレンジ実行委員会



温暖化対策アプリ・クルポは、実行委員会で事業を実施しています

◆メディア
静岡放送
テレビ静岡

静岡第一テレビ
静岡朝日テレビ

◆自治体
静岡県
全３５市町

◆企業(12社）

スズキ㈱ ・ヤマハ㈱
・遠州鉄道㈱ ・静岡鉄道㈱
・静岡ガス㈱ ・鈴与㈱
・サーラエナジー㈱

・中部電力㈱ ・東京電力
PG㈱・ ヤマハ発動機㈱
・三菱電機㈱静岡製作所

◆事業者団体
県バス協会
県LP協会
県経営者協会
県トラック協会
商工会議所連合会
中小企業団体中央

会
県生活協同組合連合

会

構成メンバー63 運営資金は25企業からの協賛金プラス自治体負担金

◆大学生環境サークル
静岡大学・東海大学

◆消費者団体
県消費者連盟

◆事務局（企画・運営）
静岡県温暖化防止センター

◆女性団体
地域女性団体連
絡協議会



クルポのしくみ

①楽しく脱炭素アクションして！

②ポイントをためて！

30ポイントで
1回抽選！

③ステキな賞品を当てよう！

賞品は地元スーパーの商品券、
レストランのお食事券、QUO
カード、図書カード、企業から提
供された企業賞など。



◆登録者数：17,107人
◆アクション数：566,442回

（1人あたり約30回以上）

◆CO2削減量：約204ｔ-CO2

若い世代が積極的に参加！

10代,20代,30代の登録者は

全体の4割以上、

40代を含めると7割以上

現在までの実績（2022年8月21日時点）



脱炭素アクションの種類は、28種類
県内約3,800か所でポイントをＧＥＴできます

脱炭素アクションの内容



食事の食べきり／フードバンクの参加

公共施設（4市町）の食堂
企業・大学等の食堂、民間施設のフードコート他

大学 学生食堂（19大学23キャンパス）

フードバンクふじのくに

飲食店（タリーズコーヒー）

食事の食べきり

779ヵ所
フードバンクの参加

225ヵ所



食ロス削減アクション

ZERO株式会社/ASTY静岡

セブン‐イレブン

エシカルプロジェクト対象商品シールがついた商品

67ヵ所フードマーケットマム、しずてつストア、ユーコープ



リサイクルBOXの利用

マックスバリュ東海

公共施設回収BOX家電量販店（コジマ）
330ヵ所

しずてつストア
杏林堂薬局
イトーヨーカドー
イオン、
ユニーグループ 他
公共施設（21市町74ヵ所）

フードマーケット・マム 生活協同組合ユーコープ



レジ袋の削減

生活協同組合ユーコープ、ヒバリヤ新鮮市場、
スーパーよどばし、総合庁舎売店 他

静岡県庁 売店

774ヵ所

セブンｰイレブン 店舗レジ前



マイボトルの利用

スターバックスコーヒー（２店舗）、
エクセルシオールカフェ（２店舗）他 10ヵ所

ウォータースタンド株式会社



クールシェア／ウォームシェア

公共施設
大型商業施設
スーパーマーケット
県との提携施設 他

ボウリング場

市立図書館

映画館（シネシティザート）

698ヵ所
静岡駅ビル パルシェ

静岡ガス ショールーム



自転車の利用促進

藤枝市 街中シェアサイクル・公共施設・図書館の駐輪場

シェアサイクル
（静岡市シェアサイクル事業

PULCLEパルクル）

百貨店駐輪場（松坂屋）

228ヵ所

静岡市営駐車場



味の素AGF株式会社
POP掲載場所：杏林堂薬局取扱い店舗限

定（順次取付）

千年静岡茶/成茶加納株式会社

エシカル商品の購入

11ヵ所
株式会社J-オイルミルズ 対象商品



次世代自動車の利用促進

日産プリンス静岡

73ヵ所

しずてつストア 静岡県庁

グリーンライフポイント申請の
環境配慮行動（脱炭素アクション）



バスや電車など公共交通の利用

遠州鉄道、岳南電車、山梨交通、ジーネット・コーポレーション、市町営バス

28ヵ所

掛川バスサービス 静鉄電車富士急静岡バス

グリーンライフポイント申請の
環境配慮行動（脱炭素アクション）



47ヵ所

御前崎市 古着回収ボックス

MEGAドン・キホーテUNY掛川店、eco moda、公共施設の古着回収

サステナブルファッションの利用

グリーンライフポイント申請の
環境配慮行動（脱炭素アクション）

ユニクロ静岡国吉田店



・廃棄物リサイクル課
６R県民運動、キャンペーン等

・県民生活課
エシカルキャンペーン

・環境ふれあい課
環境イベント森づくり県民大作戦

・マーケティング課
バイ・シズオカ キャンペーン

・地域産業課
魅力ある個店でクールシェア

・エネルギー政策課・住まいづくり課
補助金受給者へのポイント付与

静岡県

・食事の食べきり
４市町で実施

・リサイクルBOXの利用
21市町74ヵ所

・自転車利用促進（駐輪場の利用）
19市町75ヵ所

・環境にやさしい設備の設置
4市町で実施

・ノーカーデーの推進
2市で実施

・サステナブルファッションの利用
8市3町で実施

市・町

行政との連携



《建築物の省エネ化》

具体的な取組み

《ライフスタイルの転換に向けた意識向上》



具体的な取組み

《ライフスタイルの転換に向けた意識向上》

《フロン等の削減》



具体的な取組み

《自動車の環境負荷低減》

・次世代自動車の運転環境を整えるため、事業者による水素ステーションの設置や電気自動
車充電設備など設備などを推進します（エネルギー政策課）

・「次世代自動車センター浜松」と連携視野フォーラム、技術動向講演会などの情報提供、
次世代自動車の開発のための中小企業の固有技術探索活動、EVの分解活動、試作品開発プロ
ジェクト、自動車国学関連講座等の開催による人材育成の取組み支援

・「しずおか自動運転 Show CASE プロジェクト」として、小笠山総合運動公園などにおい
て、自動運転の実証実験等を進めており、持続可能な社会における新たな移動手段やまちづ
くり に向けた取組を推進

・富士山におけるシャトルバス等の電動化に向けた検討を行います（富士山世界遺産課）



具体的な取組み

《自立分散型エネルギーシステムの構築》

《地域と共生した再生可能エネルギー導入への支援》



具体的な取組み

《ブルーカーボン等その他の吸収源対策》



具体的な取組み
《新技術等の研究開発の支援》



【目的】

太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス等の再生可能エネルギーによって発電
された電気（以下「再エネ電気」という。）の県内における利用拡大を図るため、
再エネ電気への切替えに積極的な県内事業者等を応援する事業
◇令和3年11月から始まった事業。登録現在7社

•県が
•再エネ100％電気に切り替えた事業者等にシンボルマークであるふじっぴーを交付する
•再エネ電気に切り替えた事業者をHPで公表する

静岡県内に再エネ100％電気を供給可能な小売電気事業者とメニューを紹介

静岡県再エネ電気利用促進事業



自治体への支援

御殿場市、浜松市、静岡市、牧之原市、富士宮市、御前崎市、藤枝市、

焼津市、伊豆の国市、島田市、富士市、磐田市、湖西市、裾野市、袋井市、

沼津市、三島市、小山町の17市1町

（2022.3.31時点）

➢計画策定への支援
温暖化対策実行計画区域施策編策定自治体 35市町のうち18市町

➢各種情報、支援策への情報共有

●県内のゼロカーボンシティ宣言自治体



推進体制



▽製油所跡地の利活用が検討されているＪＲ清水駅東口エリア
（清水区）

▽物流倉庫などが立地する清水港日の出地区（清水区）

▽東名高速道日本平久能山スマートインターチェンジ近くの
恩田原・片山地区（駿河区）

静岡市県内唯一の選出 脱炭素「先行地域」

経済と環境が両立した持続可
能な取り組みとなるよう、公
民が連携を図りながら新たな
脱炭素モデルを構築していく

↓
脱炭素先行地域推進コンソー
シアム設立

※事務局は当法人が担う



地球温暖化に伴う影響（気候変動等）が、私たちの生活にどんな影響を及ぼす と思いますか。
（回答数は３つまで

地球温暖化に伴う影響については、「水害の増加」（58.2％）、「農業への影響」（58.0％）

温暖化対策に関する県民意識調査より（2020.9）



家庭でできる地球温暖化対策として、あなたが現在取り組んでいる行動は 次のうちどれですか。
（複数回答可）

「不必要な照明をこまめに消す」 （82.3％）、「部屋の冷暖房を無理のない範囲で控えめにする」（73.6％、
「マイバッグ、マイボトル、 マイ箸などを使う」（64.9％）の順に高かった。

国や県の地球温暖化対策に関する次の言葉のうち、知っているものを全てお選び ください。
（複数回答可）

地球温暖化対策として知っている言葉は、「クールビズ・ウォームビズ」（84.8％）が飛び抜けて高く、
「脱炭素（ゼロ・カーボン）社会」（38.5％）、COOLCHOICE（27.5％）

家庭での温暖化対策を一層進める上で、今後、静岡県が重点的に取り組むべき 対策はどれだと
思いますか。（回答数は３つまで）

「ゴミの減量化、リサイクルの推進」（38.2％）、「地球 温暖化防止のための取組方法や省エネルギー機器に
ついての情報提供」（34.4％）、「バス、鉄道 等の公共交通機関の利便性の向上」（32.9％）

温暖化対策に関する県民意識調査より（2020.9）



貴社で現在取組んでいる対策（実施済みを含む）、または今後取組みたい地球温暖化対策には何が
ありますか。

「プラスチック製容器包装の分別収集、廃プラスチックの利活用によ るリサイクルの推進」と「商用車等の燃費改
善、カーシェアリング等」。
環境マネジメントシステムと吸収源対策は、いずれの項目も回答が少ない。

温暖化対策に関する事業者アンケートより（2021.9）



貴社が地球温暖化対策を進める際の課題は何ですか。（当てはまるもの全て）

温暖化対策に関する事業者アンケートより（2021.9）



ご清聴ありがとうございました

「脱炭素社会」への大転換にむけて
更なる普及啓発が必要！


